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IT革命と新しいビジネスモデル

-東京エレクトロンを事例にして-

IT Revolution and New Business Model:

An Analysis on Tokyo Electron Case

井原久光

Hisamitsu Ihara

Abstract

　　The　major　effects　of　the　IT　revolution　on

corporate　organizations　are　discussed　concerning

three　notable　types　of　changes．　First，　the　shape

of　organizational　charts　has　changed　from　a

pyramidal　hierarchy　to　a　flat　or　a　network

structure　（see　figure　l）．　Second，　the　structure

of　organizations　has　become　flexible　by　creating

group　working　and　team－type　units（see　figure

2）．Third，　relations　with　other　companies（B　to

B）and　with　consumers（B　to　C）are　becoming

more　developed　and　more　open，　with　the　result

that　some　organizations　are　becoming“borde卜

less”　in　their　organizational　structure．

　The　major　manageridl　changes　are　also

discussed　regarding　three　points：　the　role　of

mangers，　the　relationship　between　strategies

and　tactics，　and　the　importance　of　corporate

culture．　Then，　the　new　business　model　is

illustrated　from　the　viewpoint　of　supply－chain

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のmanagement，　core－competence，　outsourclng，

knowledge　management　and　so　on（see　figure

6）．

　Finally，　the　case　of　Tokyo　Electron　Limited　is

added　to　explain　the　new　business　model　in

real　business　practice．　According　to　Mr．　Y．

Kazama，　one　of　the　founders，　Tokyo　Electron

developed　the　high－speed　printer　within　6

months，　whereas　their　competitors　such　as　Oki

Electric　Industry　Co．　Ltd．　and　Hitachi　Koki　Co．，

Ltd．　took　2－3　years．　The　reasons　why　his　small

company　could　compete　with　those　large

companies　are　summarized　in　line　with　the

above－mentioned　business　model．

　　要　旨

　IT革命が組織に及ぼした影響を、①フラット

化・ネットワーク化、②柔構造化、③ボーダレス

化の三点で整理した。次に、そのために管理者の

役割や経営の手法に変化が生じていることをまと

めた。その上で、新しい経営手法として、最新の

経営理論を整理して「ビジネスモデル」として図

式化して提示した。ここでいう「ビジネスモデ

ル」とは個別の手法ではなく、最近の経営理論の

共通項をスピード化やベストプラクティスの活用

などの面から整理したものである。最後に、新し

いビジネスモデルの事例として、東京エレクトロ

ンのケースを紹介した。

　　目次（Contents）

はじめに（Introduction）

1．情報通信技術（IT）革命と組織（IT
　Revolution　and　Organization）

＊教授
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　（1）組織のフラット化とネットワーク化（Trends

　　toward　Flat　and　Network　Organization）

　（2）柔構造組織：グループ制組織とチーム型組

　　織（Flexible　Organization：Group　Working

　　Unit　and　Team－type　Unit）

　（3）ボーダレス化（Borderless　Organization）

2．IT革命と経営の変化（IT　Revolution　and

　Changes　in　Management）

　（1）変わる管理者の役割（Changing　Role　of

　　Managers）

　（2）一貫した戦略と柔軟な戦術（Consistent

　　Strategy　and　Flexible　Tactics）

　（3）一貫した戦略のために（For　the　Consis－

　　tency　of　Strategy）

　（4）権限委譲と組織文化の重要性（Importance

　　of　Empowerment　and　Corporate　Culture）

3．情報化と新しいビジネスモデル（IT　Revolu－

　tion　and　New　Business　Model）

　（1）　フラット化とネットワーク化（Trends

　　toward　Flat　and　Network　Organization）

　（2）サプライチェーン・マネジメント（Supply

　　Chain　Management）

　（3）コア・コンピタンスとアウトソーシング

　　（Core　Competence　and　Outsourcing）

　（4）ベストプラクテnスと業務改革の手法

　　（Best　Practice，　BPR，　Benchmarking　and

　　6σ）

　（5）スピード経営とナレッジマネジメント

　　　（Agile　Management　and　Knowledge

　　Management）

　（6）新しいビジネスモデル（New　Business

　　Model）

4．東京エレクトロンの事例（Case　Study　of

　Tokyo　Electron）

　（1）メヅクエンジニアリソグの設立（Establish－

　　ment　of　MEC　Engineering）

　（2）スピード経営（Agile　Management）

　（3）　アウトソーシング（Outsourcing）

　（4）サブ゜ライチェーン・マネジメント（Supply

　　Chain　Management）

　（5）　コアコンピタンス経営（Core　Competence

　　Management）
　（6）その後の発展（Further　Development　after

　　the　success　MEC　Case）

まとめにかえて（Conclusion）

はじめに

　筆者は昨年、拙著『テキスト経営学』（ミネル

ヴァ書房）を増補版として改訂したが、その増補版

を出版するにあたって、新たに「現代社会と企

業」というテーマで社会の国際化・情報化・成熟

化にともなう企業経営の変化をまとめる機会が

あった。本稿は、それを発展させて、情報通信革

命（IT）革命の影響と新しいビジネスモデルについ

て、最近の経営理論の動向を整理しながら要約す

るものである。また、2000年の5月から9月ま

で、財団法人長野県テクノハイランド開発機構お

よび財団法人浅間テクノポリス開発機構が主催する

産業政策フォーラム開催にあたってコーディネー

タをつとめるチャンスがあり、そのフォーラムで

風間善樹氏から東京エレクトロン株式会社の事例

を聞く機会があった。このうち、東京エレクトロン

と合併する前のメックエンジニアリングのケース

は、1970年代の話であるが、今日の情報化時代を

先取りした新しいビジネスモデルともみることが

できる。本論の枠組みとの関連で整理してみたい。

1．情報通信技術（IT）革命と組織

　情報通信技術（IT）革命の影響は組織のさまざ

まな側面にあらわれている。本論では、このうち

フラット化とネットワーク化の関係を明確にし、

組織の柔構造化やボーダレス化をその内外に分け

て論じる。

（1）組織のフラット化とネットワーク化

　情報通信技術（IT）革命の組織への影響のう

ち、最も顕著にみられるのが、組織のフラット化

である。どの企業においても、中間管理層の削減

と組織階層の短縮化がみられる。この組織のフ

ラット化は、主に二つの要因によって促進されて

いるとみられる。

　第一は、情報通信技術（IT）そのものがもたら

す直接的な要因である。すなわち、情報通信技術

の進展により、組織内の情報伝達やコミュニケー

ションがエレクトPニクス化した結果、組織の情

報伝達が単純化されたということである。イン
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ターネットやイントラネットの普及にともなう電

子メールによる業務報告や社内調整などが代表的

である。

　第二は、IT革命とともに進む競争（メガ・コン

ペティション）の拡大にともなう間接的な要因で

ある。すなわち、国際化・業際化は国境や業界の

枠を超えた競争の激化をうみだしており、どの企

業でも肥大化した中間管理層を排除して組織をフ

ラット化する傾向がある。競争に打ち勝つために

各企業が業務の効率化に取り組む結果、組織のス

リム化が必要になってくるのである。

　フラット組織（flat　organization）は、階層が少

なく上司と直接対話できるようになっているた

め、情報が速く正確に伝達されるというメリット

をもっている。

　しかし、この「情報集中という特性」は長所に

もなるが短所にもつながる。フラット組織は組織

長だけが突出してその他のメンバーが並列に扱わ

れるので、その形態から「文鎮型組織」ともよば

れているが、情報が文鎮の頭の部分にあたる組織

長に過度に集中するので、コミュニケーションが

良くなればなるほど、組織長の負担が増大するの

である。

　筆者はアメリカがいち早くIT革命に突入した

1990年代後半にブダペスト経済科学大学で講義し

たが、そのおりに出会ったアメリカ人マネージャ

が、毎日、数百通の電子メールを処理しなければ

ならないと嘆いていたのを思い出す。

　組織のフラット化は組織長の負担を重くするだ

けではない。キーパーソンである組織長が転職し

たり、ヘッドハンティングされると組織は機能し

なくなる。したがって、IT化によって組織の階層

を単純に短くフラットにすれば良いのではなく、

その長が他のフラット組織の長と密接に連携をと

る水平的な広がりが同時に組織全体として求めら

れる。

　このような組織は、上からみると図表1で示し

たようなアメーバ的な関連をもっており、ネット

ワーク組織（network　organization）とよぶことが

できる。IT革命の進展にともなって、組織は垂直

方向にはフラヅト化して単純化の方向に進みなが

ら、水平方向にはネットワーク化しながら流動的

で複雑になってきている。（フラット化とネット

ワーク化が表裏一体となる本質的な要因について

は後述する）

　フラット化とネットワーク化は情報化社会の組

織を縦と横から見たに過ぎず、両者が表裏一体の

ものであることがあまり注目されていない。フ

ラット組織は単純である。単純な組織は行動力の

面で強いが、ネヅトワーク化されていない場合

は、応用動作がきかない。情報化社会において

は、一方で単純化しながら、他方で複雑で柔軟な

組織が求められている。

　ネットワーク組織にはいくつかの特徴がある

が、ここで重要な点は、対等でゆるやかに結びつ

いている組織ということである。ネットワークの

範囲は流動的で、個人的あるいは非公式的な人間

関係も含めて保たれている。すなわち、組織の壁

は薄くなり、組織構造は柔軟化している。それ

は、次にあげる柔軟な組織形態にはっきりあらわ

れている。

　　図表1　フラット化とネットワーク化の関係

Figure　1．　Relation　between　Flat　and　Network

　Organization

焦驚二，、e

井原作図

（2）柔構造組織：グループ制組織とチーム型組織

　情報通信技術（IT）革命の組織への影響として

あげられる第二の特色は、柔構造組織の拡大であ

る。たとえば、組織のフラット化・ネットワーク

化を進めるとともに、グループ制組織（group

working　unit　organization）を導入する企業が増

えている。

　グループ制組織は、部や課という組織の壁を取

り除いてグループという少人数の単位に再構成し

たもので、個人が複数のグループに属することも

あるため、従来の組織に比べて境界線があいまい

で柔軟な組織といえる。

　図表2であげたグループ制組織は、従来の人事

一88一



井原久光　　IT革命と新しいビジネスモデルー東京エレクトロンを事例にして一 401

部の人事課、教育課、厚生課などの分類をグルー

プとして置き換えたものだが、それでも、このよ

うに図式化してみると、グループ制の特色があき

らかになる。

　この組織では、グループは軟らかな曲線で描か

れているが、これは、組織の境界の暖昧性と流動

性を示している。人事部では、採用に集中する時

期、教育に専念する時期と多少の季節変動があ

る。繁忙期には他のグループへ応援する柔軟性を

この図は示している。

　これを一歩進めたのが、チーム型組織（team－

type　organization）である。この組織は、テーマ

（業務課題）ごとに少人数で作られるプロジェク

トチームのような性格をもち、課題が解決すると

解散・再編成される。

　こうしたグループ制組織やチーム型組織が注目

を集めているのは、いうまでもなく企業を取り巻

く環境の変化が激しいためである。情報通信技術

（IT）をはじめ、技術の進歩は著しく、市場ニー

ズの変化も激しいために、組織も柔軟に対応して

いかなければならないのである。

　　　　　図表2　グループ制組織

Figure　2．　Group　Working　Unit　Organization

人事グループ
Personnel

Administrati　n

教育グループ
Education

採用グループ
Recruiting

厚生
グループ
Welfare

井原作図

（3）Pt　・一ダレス化

　このような組織構造の柔軟化の傾向は、組織内

部の壁を超えるだけにとどまらず、組織外部との

壁も超えて広がっており、組織のボーダレス化が

進んでいる。その第一は、消費者との関係であ

り、第二は、同業他社や関連会社との関係である。

　第一の“BtoC”（企業と消費者）の領域で

は、生産者（producer）と消費者（consumer）が

一体となったフ゜ロシューマ（prosumer）という新

しい形態が広がっている。たとえば、インター

ネットで新製品のアイデアを募集したり、商品の

欠陥（ソフトのバグなど）を使用者に指摘しても

らうなど、商品開発などでは消費者を意識的に取

り込む企業も増えてきたのである。

　IT革命以前ならば、商品開発の原点ともいえ

る「アイデア」は開発部隊の一部しか知り得ない

事項であり、「商品の欠陥」もオープンにはでき

ないものであったが、IT革命を契機に、こうした

「タブー」は消滅しつつあり、消費者と交換する

「情報」になりつつある。

　第二の“BtoB”（企業間）の領域では、組織

の壁を超えた外部組織とのネットワーク化の動き

として、さらにその傾向が顕著にあらわれてい

る。そもそもネットワーク組織とは、対等な関係

でゆるやかに結びついている組織で、組織や国境

の壁を越えた広がりをもち、異質なものが自主的

に入退会する組織のことである。

　たとえば、ベンチャー企業同士の異業種交流が

盛んに行なわれている。また、ITを活用して生産

から消費までのシステムを構築するサプライ

チェーン・マネジメント（次項目参照）が注目さ

れているが、これも外部企業とのネットワーク化

の例である。

　さらに、DEC社のジャン・ホップランドは「社

内外と協力し、自社が持つよりも多くの資源を結

集できる企業」をバーチャル・コーポレーション

（virtual　corporation）とよんだが、これも一例で

ある。バーチャル・コーポレーションは「仮想企

業体」と訳されるため非現実的な印象が残るが、

実は、外部ネットワークを活用して製品開発や共

同販売をおこなう点にポイントがある（以下のア

ゥトソ＿シングやファブレス経営を参照）。

2．IT革命と経営の変化

　情報通信技術の進歩は、このように組織の形態

を①フラット化・ネヅトワーク化の方向へうなが

し、②組織内部の壁を打ち破って柔構造化し、③

その範囲を企業外部の消費者や他企業との連携へ

と広げているが、そのことによって、経営が当然
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のことながら大きく変わろうとしている。

　経営の変化はさまざまな局面でみられ、その一

部は、本稿の後半で述べる「ビジネスモデル」で

もふれるが、本項目では、三つのポイントをあげ

たい。

　第一は、組織の変化にともなって変貌しつつあ

る管理者の役割についてである。第二は、環境変

化によって求められている「一貫性と柔軟性の両

立」に関して、戦略一戦術レベルで整理すること

である。第三は、戦術レベルの柔軟性を高めるた

めに必要と考えられる組織文化や組織風土のマネ

ジメントについてである。

（1）変わる管理者の役割

　組織の変化にともなって、管理者の役割も変化

しようとしている。フラット組織では中間管理職

が削減されて、従来の職位序列が省略されてい

る。グループ制組織やチーム型組織においては、

管理者も課長や部長という従来の呼び名ではな

く、グループ・マネージャー、コーディネー

ター、プロデューサーなどとよばれるようになっ

ている。

　そればかりではない。情報通信技術（IT）の発

達は、時間と空間の壁も壊しつつある。これまで

時間と空間を共有することが協動の条件と思われ

ていたが、インターネットの発達によって遠隔地

や異なる時間帯にいる人々との協働が可能になっ

てきたからである。

　フラット化している組織では、上司と直接顔を

合わす機会よりも、メールや携帯電話で連絡を取

り合いながら、機動的に業務をこなす形態が広

がっている。一部の企業では、自分のデスクをも

たない企業もあらわれている。

　筆者は、日本社会情報学会の現地研究会で

NTTドコモのオフィスを見学したが、そこでは、

従業員が自分のデスクをさがすことから一日の業

務がはじまる。個人書類はすべてコンピュータ化

されているため、ノートパソコンを置くスペース

さえあれば仕事ができるのである。

　さらに別の形態でも時間と空間の壁は取り払わ

れている。自宅や自宅周辺のサテライトオフィス

で仕事をするSOHO（small　office　home　office）

や、世界中で設計図や書類を共有するグループ

ウェア（コンピュータを通じた共同作業＝　Com－

puter－Supported　Cooperative　Work）を利用する

人々などである。すでに、自分の上司は、地球の

裏側に住む顔も見たことない人間、たとえばノル

ウェー人であったりインド人であるケースも増え

ているのである。

　こうした新しい組織では、従来型の上司の存在

感が希薄になりつつある。従来型の上司とは、時

間と空間を共有する（つまり物理的に部屋の後ろ

のデスクにいる）上司、あるいは組織上で定めら

れた固定的な上司のことである。それに代わっ

て、業務内容によって相互に認め合うリーダーが

実質的に仕事をリードしていく傾向がある。

　特に、プロフェッショナルなチーム型組織のメ

ンバーや、グループウェアなどを使って仕事をす

る参加者は、個人主義的だがフ’ロジェク5に対し

ては機敏に協力しあい共通の目的を達成する傾向

にある。このため、こうした自律型組織における

管理者はコーチ役やコーディネーターに徹するこ

ともある。

　他方、管理者同士の競争も激化している。最初

に人員配置を決めるのではなく、テーマによって

人を集めたり派遣社員を活用したりすることもあ

り、力量のあるマネージャーは魅力的な仕事を創

造することによって組織構造も変えていけるよう

になりつつある。

　田坂（1998）は、フラット組織の本質を「マ

ネージャー一一の自由競争市場」ととらえ、力のない

マネージャーは淘汰され、必要な数のマネー

ジャーが生き残り、彼らを中心に、適切なレベル

の階層構造が自然に生まれてくると考えており、

こうしたプロセスを通じて生み出されてくる組織

を創発型組織とよんでいる1）。

　筆者は、別に「創発」について山崎とともにま

とめており2）、この用語をそのまま用いることに

は、抵抗があるが、一種の自己組織化という意味

で、創発型組織とみることもできよう。本稿での

ポイントは、組織の変化にともなって、管理者の

役割が大きく変化しつつあるということである。

（2）一貫した戦略と柔軟な戦術

　経営は大きく経営管理と経営戦略に大別でき

る。前者は内部統制を主たる目的にし、後者は外
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部適応を主たる目的とする。両者にはもちろん密

接な関係があるが、IT革命時代においては、めま

ぐるしく変わる外部環境への適応を目的とする経

営戦略の重要性が増している。

　戦略という言葉は、もともと軍事用語で「戦

術」と比較される。英語でも「ストラテジー

（strategies）」と「タクティックス（tactics）」は

対語として説明される。

　戦略とは「長期的戦果を目的にした大局的計

画」であるのに対して、戦術とは「短期的戦果を

目的にした局地的技術」と位置づけられる。日々

の戦闘に対処するのが「戦術」であり、長期的な

見通しにたっているのが「戦略」である。

　それは、大局的な観点と局地的な観点の相違と

も表現できる。全体の動向を見極めるのが「戦略」

であり、個々の戦局の変化に注意するのが「戦

術」である。両者には「長期一短期」という時間

的な対比と同様に、「全体一部分」という空間的

な対比ができる。時間的に「一貫性」をもち、組

織的に「全体性」をもつのが「戦略」である。

　戦略には「計画性」があるのに対して、戦術は

「技術的」である。戦略は各部隊からの情報を集

めて立案するが、戦術は最前線の部隊がとるもの

で、地形や状況など局地的な情報をもとに臨機応

変に対処するため、実戦で得た勘や経験が必要で

ある。（図表3）

　ここで重要なことは、戦略の一貫性と戦術の柔

軟性である。戦略は、長期的で大局的な観点に

たって立案されているのであるから、優柔不断で

あったり朝令暮改であってはならない。逆に、戦

術は、短期的で局地的な戦闘を有利に導くもので

あるから、その場その場で柔軟に変化するもので

ある。

　情報化社会においては、環境変化が激しく情勢

が動くので、戦略も次々に変えていくのがよいと

される傾向があるが、これは誤りである。戦略と

戦術において最悪の組み合わせは、「朝礼暮改の

戦略」と「硬直的な戦術」である3）。

　IT革命と騒がれるため、右往左往する経営者

が多い。一貫性と柔軟性をどのように両立したら

よいか思案する経営老も多いであろう。また、戦

略という言葉が便利に使われるので、日常的な戦

術レベルの計画にまで「戦略」という名称を与え

てしまって、混乱している経営者もいるであろ
う。

　答は明白である。戦略と戦術を明確に区別する

ことである。そして、情勢が変化するからこそ、

一貫した明確な戦略と、柔軟な戦術が有効なので

ある。

　　　　図表3　戦略領域と戦術領域

Figure　3．　Strategy　Area　and　Tactics　Area

短期的視点
（short　span）

　戦術領域
（Tactics　Area）

どうするか（how）

大局的計画
（general　p｜an）

　1

茜騨

　1

，忘

局地的技術
（specitlc　skill）

拙著『テキスト経営学（旧版）』

p．220．

戦略領域
（Stralegy　Arca）

何をしたいか（what）

長期的視点
（long　span）

ミネルヴァ書房，

（3）一貫した戦略のために

　戦略という用語は便利なため、企業戦略、事業

戦略、財務戦略のような機能別戦略、広告戦略の

ような個別戦略など、多様に使われている。その

区分については別に図式化して整理した4）ので、

ここでは戦略の基本について述べてみたい。戦略

は、本来、トップか、ごく限られた管理スタッフ

のみで立案するものである。企業の将来を見つめ

て、こうあるべき将来構想を描くのが戦略であ

る。

　これに対して、各部門が日常的なオペレーショ

ンを実行するために立てる計画は、大きな企業戦

略の一部である。その意味で、大きな戦略の手段

としての整合性とシナジー効果を生み出すものと

して位置づけられる。

　あまり多くの計画に、「戦略」の名前を使わな

い方がよいであろう。むしろ、現場の判断によっ

て計画し実行しうるレベルものは戦術的な位置づ

けにすべきである。こうした、現場レベルで計画

一実行一統制のマネジメントサイクルが完結する

ような戦術にこそ、柔軟性が求められているので
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ある。

　本論は戦略論の詳細に立ち入るものではない

が、参考までに、筆者がrテキスト経営学（増補

版）』でまとめた5）、経営理念から組織デザインま

での順序つけを図式化して付け加えておきたい。

　では、どのようにしたら戦略と戦術を明確に

区別して、一貫した戦略と柔軟な戦術を両立で

きるのであろうか。そのために、①権限委譲

（Empowerment）と②組織文化のマネジメント

（Management　of　Corporate　Culture）が重要に

なってくる。次項でみてみよう。

図表4　戦略のレベル

経営理念

ミツソヨノ

　　　暴

LM＿E＞？，H．i－］

　　　慮

　　　驚

鞠講i］

時代を超えた信念体系

社会との契約（企業の使命）

ステイクホルダーとの誓約

将来構想（方向性）

進むべき事業領域

戦略の前提

道筋（とるべきアクション）

の投影

組織の変革
新たな価値・行動基準

拙著『テキスト経営学（増補版）』ミネルヴァ書房，

2000年，p，221．図表15－3を修正。

（4）権限委譲と組織文化のマネジメント

　情報化社会のパラドックスは、戦略の重要性が

増すと同時に、戦術レベルの独自の意思決定領域

が非常に拡大しているということである。

　伝統的な組織はピラミッド型に描かれるが、こ

れは組織図を横から見たもので、この組織を上か

ら見ると、図表5のように多重の同心円として描

ける。外円がピラミッド図でいえば底辺であり、

中心部にむかって階層があがり、中心がトップで

ある。

　このように上から図式化すると、情報化社会に

おける伝統的組織の弱点がよくみえる。第一に、

トップが外部環境から隔離されていて重要な外部

情報から一番遠い位置にあることがわかる。重要

な外部情報には、クレームのような顧客情報が含

まれている。この顧客情報がリスクマネジメント

上、非常に重要であることは拙稿「リスクマネジ

メントと組織」で指摘したとおりである6）。

　第二に、いくつもの同心円を経て情報が中心に

向うため、伝達過程で情報が削ぎ落とされる可能

性が高い。いうまでもないが、中間管理層はここ

で「付加価値」という名の自己判断を加えるので

情報は加工され変容する。さらに恐いことは、こ

の段階で、トップに知られたくないネガティブ情

報は削ぎ落とされるということである。

　第三に、こうしたピラミッド型の組織では、

トップの意思決定と底辺で現実になされる行動に

乖離や遅れが生じる。大企業のトップが、自分の

組織を「大型タンカー」にたとえ、舵をとっても

実際に船が進路を変えるのに時間がかかると嘆く

のは、このためである。

　第四に、組織に壁があるのでトータルな対応が

できないということである。図4では、簡略化の

ために、組織の壁を示す斜めの線を一本いれただ

けだが、実際の組織では、こうした組織間の壁は

蜘蛛の巣のように張り巡らされている。同心円で

示した壁が、階層の壁であるとしたら、蜘蛛の巣

状の壁は、組織の「横の連携」を阻害する障壁で

ある。

　以上は、伝統的なピラミッド型組織を上から図

式化して、その特徴を列挙したものだが、従来型

組織が、迅速で的確な行動が求められる情報化社

会に不十分なことは明白である。

　こうした従来型組織の欠陥を補うためには、二

つの方法が考えられる。第一は、積極的な権限委

譲あるいは現場の自主的な裁量権の拡大である。

第二は、自由闊達で風通しの良い組織文化の創造

である。

　第一の権限委譲の手法は、IT革命が先行した

1990年代のアメリカで、たとえばゼネラル・エレ

クトリック社で導入された。GE社のウェルチ会

長は組織のスリム化を進めるために、ディレイヤ

リング（de－layering＝管理階層の削減）、バウン

ダリレス（boundary－less＝＝組織境界の消去）、ス

トレッチ（stretch二能力の引き上げ）、ワーク・

アウト（work－out＝会議や報告書作成からの開
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放）などを提唱したが、これらは権限を委譲して

個人や組織の潜在力を高める手法で、エンパワー

メント（empowerment）とよばれている。

　第二の自由闊達な企業文化の創造は、第一の権

限委譲と表裏一体である。ウェルチ会長のエンパ

ワーメントの手法も、GEという巨大企業の官僚

制的企業体質を改革する手段でもあった。バウン

ダリレス（境界のない組織）とは「開放的組織」

にほかならない。仕事の壁、階層の壁、制度の壁

を崩すためには「心の壁」も崩さなければならな
い7）。

　もちろん、自由闊達だけではいけない。企業の

理念にしたがい、戦略の大きな方向性を見失わ

ず、自己の責任において顧客に奉仕し、社会に貢

献するしっかりした倫理基準を従業員一人一人が

もっていなければならない。こうした企業文化

をもつ企業のことをビジョナリー・カンパニー

（visionary　company）とよぶ。

　組織をフラヅト化して権限委譲を進めること

は、現場の役割や裁量権を拡大することにほかな

らない。顧客との接点にある部署が適切な判断と

行動をとれるようにするには、顧客志向や社会貢

献や倫理基準などしっかりした理念をもち情報を

共有しやすい自由闊達で開放的な組織文化を創造

する必要がある。

　ここで、再び「戦略と戦術」の議論に戻りた

い。権限委譲と開放的で健全な組織風土の創出

は、戦略性と戦術性を両立するためのキーポイン

トである。一貫性のある戦略と柔軟な戦術をバラ

ンスよく実現するための前提である。

　戦術は、現場の判断にまかされるところが大き

い。その場その場の局面を見て、良い意味で「場

当たり的」に有効な手段が選択されなければなら

ない。それが、組織全体の戦いに寄与するために

は、戦略が明確で組織のすみずみまで徹底されて

いなければならない。

　戦略は、当然のことだが、崇高なビジョンと厳

しい倫理性に支えられていなければならない。戦

略とは「とるべきアクションの投影」である。し

かし、戦略は、ビジョンだけではない。将来の方

向を描くとともに、そこにたどり着く道筋が描か

れていなければならない。それは、一つのビジネ

スモデルを示すことでもある。

　次項目では、IT革命の進行にともなって注目

されているさまざまな経営手法を、相互に関連づ

けて、情報化社会のビジネスモデルを筆者なりに

整理してみたい。

図表5　伝統的組織における情報と意思決定の流れ

顧
客
と

の
接
点

一一 ｨ情報
→意思決定

組織の壁

出典：メンデルソンとジーグラー著『ス〔一ト・カ

　　ンパニー』ダイヤモンド社，2000年，p．48の一

　　部に加筆。

3．情報化と新しいビジネスモデル

　本項目では、最近話題の経営理論を相互に関連

づけて整理することである。IT革命を表題にす

るビジネス書は実に多様で、書店に並ぶ経営書

は、どれもニューワードをあげて、ユニークな経

営理論を展開しているようにみえる。しかし、

じっくり各ビジネス書、経営書の内容を吟味する

と、それぞれの考え方は、相互に密接に関連して

いて本質的には同じようなことを主張しているこ

とがわかる。それぞれが密接に関連しているので

切り口はさまざまだが、本論では、図表6を使っ

て整理してみたい。

　これらの関係を整理してみると、おのずと新し

いビジネスモデルの形が見えてくる。ビジネスモ

デルとは、IT革命以降に注目を集めている新し

いビジネスのモデルで、IT（情報通信技術）を活

用した独自のビジネス手法のことである。

（1）フラット化とネットワーク化

　本論第一項で、組織のフラット化とネットワー

ク化の関係を図式化して構造的に説明した。ま

た、組織をスリム化すると同時にネットワーク化

しなければならない理由としてフラット組織にお
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ける組織長（つまり、文鎮型組織における文鎮の

頭）の負担増大をあげた。しかし、理由はそれだ

けであろうか。

　フラット化とネットワーク化が表裏一体の関係

となるのは、IT革命の本質が、スピード化とボー

ダレス化にあるからである。そもそも、情報は新

規性と共有性なしには価値がない。新規性とは、

何か新しいもの、ニュースバリューという意味

で、このためIT（情報通信技術）の使命にスピー

ド性が求められる。共有性とは「情報は共有する

ことで価値が生まれる」ということであり、その

意味でIT（情報通信技術）には壁を超えて進む

ボーダレス性という特質が求められる。

　スピード性とボーダレス性は組織のフラット化

とネットワーク化を必然とする。意思決定を必要

とする組織の縦方向には即断即決が可能な短縮化

が進み、情報共有を必要とする組織の水平方向に

はネットワークの拡大が必至だからである。

　それは、情報を内部に取り組むことで大きく

なってきた既存の組織の枠組みを再編するサプラ

イ・チェーンの広がりと密接につながっている。

　図表6　新しいビジネスモデルをめぐる最近の理論

Figure　6．　New　Business　Model　and　Recent

　Theories

　（4）Best　Practice

BPR，　Bcnchmarking，6σ

　　　　　　　　New（3）Core　Competcnce
　　　　　　　　Bus　ncss
　Outsourcing
　　　　　　　　Model

（2）Supply　Chain

Management

（5）Knowledge

Managcment

1）Flat　and　Networ

　Organization

拙著rテキス5経営学・増補版』ミネルヴァ書房，

2000年，p．313．の図を加筆修正。

（2）サプライチェーン・マネジメント

　ポーター（Porter，　M．）は、低コスト戦略、製品

差異化戦略、集中戦略という三つの基本的競争戦

略を提唱したことで有名だが、これらの基本戦略

を遂行する上で、バリュー・チェーン（value

chain＝価値連鎖）という概念を導入し、図表7の

ように示した。

　ここでいう価値とは顧客がすすんで支払う対価

であり、総価値は総収入から総コストを引いた利

潤（マージン）である。総コストは主活動（購買

物流→製造→出荷物流→販売・マーケティング→

サービス）と、支援活動（全般管理、人事・労務

管理、技術開発、調達活動）からなりたつ。

　この主活動は、原材料の供給から製品が消費老

に届くまでの供給活動の連鎖であり、IT技術を

活用して、最大の価値を提供してキャッシュフ

ローを最大化させる経営手法、サプライチェーン

・マネジメント（supply　chain　management）と

してみることもできる。

　サプライチェーン・マネジメントの第一の特徴

は、IT（情報通信技術）の活用である。　POS（point

of　sales　＝販売時点情報管理システム）やEOS

（electronic　ordering　system＝電子発注システ

ム）などによる顧客情報や受発注情報の管理、異

なる組織間でデータを交換するDEI（electronic

data　interchange　＝電子データ交換）をべ一スに

している。

　サプライチェーン・マネジメントの第二の特徴

は、水平的なネットワークにある。原材料から消

費者へ続く供給（サプライ）の輪（チェーン）は

従来なら、川上から川下という垂直的な企業結合

によって形成されていた。いわゆる「系列」であ

る。

　サプライチェーン・マネジメントは、日本の縦

社会にある「系列」をアメリカという横社会で置

き換えた「ケイレツ」から出発したところがあ

る。筆者は、IT革命以前の1980年代初頭にアメリ

カのビジネススクールで学び、1990年代後半に客

員研究員としてIT革命を経たアメリカを見た。

その実体験からいえることは、アメリカの経営者

が日本の「ケイレツ」のあり方を徹底的に研究し

て新しい解釈を加えたということである。

　水平的なケイレツをサプライチェーンとしてマ

ネジメント可能にしたのが、IT革命を推進する

情報通信技術の急速な進歩である。情報通信技術

は原料供給者から最終販売者まで製品をめぐる関

係者の関係を大きく変えた。従来なら「系列」の

内部でしか、得られなかった情報が外部からも得
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られるようになったのである。

　その結果、供給者とそれを発注する者の関係が

平等で開放的でゆるやかになってきた。従来なら

系列を組むことによって外部企業を囲い込む傾向

が強かったが、対等で開放的なネットワークが形

成されてきたのである。

　第三の特徴は、最近のマーケティングとの関係

である。ペパーズ（Peppers，　D）とロジャーズ

（Rogers，　M）は、伝統的なマーケテaングを「1

つの製品を大衆に売る（one　size　fits　all）」マス・

マーケティング（mass　marketing）だと定義し

て、新しいマーケティングとして、ワン・ツウ・

ワン・マーケティング（one　to　one　marketing）を

提唱した8）。

　ワン・ツウ・ワン・マーケティングは一人一人

の顧客との独自の関係づくりに専念する消費者

（BtoC）の関係に関心が向きがちだが、この新

しいマーケティングは、企業間（BtoB）の視点

では「関係性のマーケティング」と言い換えるこ

とができる。

　その意味でサプライチェーン・マネジメント

は、関係者の信頼関係に基づくパートナーシップ

（partnership：協力・提携）に基づくリレーショ

ンシップ・マーケティング（relationship　market－

ing）ともいえる9）。

図表7　ポーターのバリュー・チェーン（価値連鎖）

　　　Figure　7．　Porter’s　Vqlue　Chain

（

姦

覇

k

企業全般管理（インフラストラクチャー）

人事・労務管理
マ

技術開発

調達活動　　　　　　　　　　　1

購買

ｨ流
製造

出荷

ｨ流

マーケテ

Bングと

Zールス

　　　　ジ
l　　　ン

一主活動一ノ
出典：ポーターr競争優位の戦略』ダイヤモンド社，

1985年，p．49．

　第四の特徴は戦略性である。系列は大きな企業

が下請けを組織化するという「力の論理」があっ

たが、サプライチェーン・マネジメントのポイン

トは、顧客価値あるいは企業価値を最大にすべく

外部の企業とネットワークを構築することであ

る。つまり、企業の大小にかかわらず戦略的に同

盟（アライアンス）するのがサプライチェーン・

マネジメントであり、これを戦略的提携（strate－

gic　alliances）あるいはそのままストラティジッ

ク・アライアンスとよぶこともあるが、こうした

提携もサプライチェーン・マネジメントの一つの

側面といえよう。

（3）コア・コンピタンスとアウトソーシング

　ハメル（Hamel，　G．）とプラハラード（Prahalad，

C．K．）は、企業が競争を勝ち抜く独自の中核的な

能力をコア・コンピタンス（Core　Competence）

とよんだが、それは個別のスキルや技術ではな

く、むしろそれらを束ねたものであると述べてい
る10）。

　たとえば、フェデラル・エクスフ◆レス社の総合

的な企業力は、パッケージの所在追跡能力という

コア・コンピタンスに因っているが、そのコア・

コンピタンスは、バーコード技術、無線通信、

ネットワーク管理、線形計画などの個別技術を束

ねたものである。

　そして、ハメルとプラハラードは、コア・コン

ピタンスとしての条件として①顧客価値、②模倣

の困難性、③市場開拓の可能性の三つをあげてい
る11）。

　第一の顧客価値とは、顧客から見た価値であ

り、顧客がなぜその製品を選ぶかに深く関係して

いる。高い顧客価値をしばしば高付加価値性と言

いかえてしまう例があるが、その価値は、メー

カーサイドに立った作り手の基準で測るのではな

く、顧客が（他の製品やサービスではなく）進ん

で対価を支払う、顧客が認める価値でなければな

らない。

　第二の模倣の困難性は、（第一の顧客価値が顧

客との関係で測られるのに対して）競合他社との

比較においてなされる。コア・コンピタンスと

は、その独創性において、他社との間に明確な違

いを維持していなければならない。

　第三の市場開拓の可能性は、将来性という基準

で測ることができる。ハメルとプラハラードは、

これを「明日の市場への入口」と表現している12）
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が、筆者は「明日の糧を生み出す種」と表現した

い。ソニーは、トランジスタ技術で世に出たが、

それが半導体へと進化して幅広い製品で競争力を

高めた。まさにコア・コンピタンスだったといえ

よう。

　コア・コンピタンスの育成は、それ以外の切り

捨てに通じる。自社内にコストの高い二流の技術

をかかえたり、他社に模倣されやすいものを温存

したりするより、外部資源を利用した方が競争力

を高めることができるからである。

　アウトソーシング（out－sourcing＝外部委託）

とは業務の一部を外部専門業者にまかせることだ

が、最近のアウトソーシングは周辺業務だけでな

く経理や販売や技術開発なども外部化するところ

に特徴がある。

　このうち、生産部門を外部委託して製品開発や

企画に集中することを「工場を持たない」という

意味でファブレス（fabless）という。ファブレス

企業は生産設備の変更などが不要なので費用と時

間を節約できるが、フレンドリー企業（受託生産

側）も設備稼働率が上がるなどのメリットがあ
る。

（4）ベストプラクティスと業務改革の手法

　コア・コンピタンスとアウトソーシングは一つ

の共通項をもっている。それは内外のベストプラ

クティス（best　practice）の活用である。ベスト

プラクテaスとは「最善のやり方」であり、これ

を測定して業務改革を継続する手段がある。

　ハv－（Hammer，　M．）とチャンピー（Champy，

J．）は、企業業績を根本的に変える業務革新をリ

エソジニアリング（Business　Precess　Reengi－

neering＝BPR）とよんだ。日本ではリストラク

チュアリング（企業の再構築）と同時に導入され

たために、日本的な「リストラ（＝合理化による

人員整理）」と誤解されやすいが、リエンジニア

リングは継続的なビジネスプロセスの革新であ
る。

　日本の経営者は新しい用語に飛びつく傾向があ

るが、これもアメリカの専売特許ではない。1980

年代に日本企業の小集団活動を「カイゼン」とし

て注目したアメリカ企業は、業務改善の重要性を

認識した。ハマーとチャンピーは、リエンジニァ

リングを提唱するにあたって、アメリカ企業の経

営者が財務にばかり関心を持ちすぎて実務から離

れすぎていたと批判している13）。

　しかし、リエンジニアリングは、現場で行なう

小さな「カイゼン」ではない。トップダウンで

IT技術をフル活用して劇的に業務プロセスを再

構築していくものである。ハマーとチャンピー

は、リエンジニアリングを達成するために、①ビ

ジネスプロセスの変革→②職務と組織構造の変化

→③マネジメントと評価システムの変化→④価値

観や信念という企業文化の変革を「4つのポイン

ト」としてあげている14）。

　この他にも、業務改革の手法がさまざまな

ニューワードとともに注目されているが、本質は

変わらない。旧来のビジネス・プラクティスを見

直してベスト・プラクティスへと導く手法であ

る。

　たとえば、ゼロックス社のカーンズ会長は、最

高の競争相手や先進企業を基準に製品、サービ

ス、プラクティスを継続的に測定する作業のこと

をベンチマーキング（benchmarking）とよんだ。

エンパワーメントによって組織改革を行なった

GEのウェルチ会長は、シックスシグマ（6σ）

という業務改革の全社的導入をおこなった。これ

は製品やサービスの品質目標値を設定し、ミスの

発生率を押え込もうというものである。

（5）スピード経営とナレッジマネジメント

　情報化社会では競合他社より迅速に環境変化に

対応し、少しでも早く新しいビジネスを確立した

企業が生き残る。従来から「良い」ものを「安

く」作り売ることが市場から求められていたが、

それに加えて「早く」提供することが競争を打ち

勝つ条件になってきた。こうしたスピード経営を

志向する企業をゴールドマン（Goldman，　S．　L．）

＝ネーゲル（Nagel，　R．　N．）＝フ゜ライス（Preiss，

K．）はアジル・カンパニー（Agile　Company）と

よんでいる。

　できるだけ早く製品を開発するために、あるい

はユニークなアイデアを実現するために、社内の

知識を共有化したり、個人が占有していた知識を

表出して創造的な仕事を組織的に行なおうという

動きがある。
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　暗黙知（概念化できない知識）や個人知（個人

のもつ知識）を表出して形式知（形式化・言語化

・概念化された知識）や組織知（組織が共有する

知識）に転換していくナレッジ・マネジメント

（knowledge　management）である。

　ナレッジ・マネジメントには、①IT技術から

の流れと②組織論からの流れが結びついて注目さ

れるようになった。

　第一のIT技術の流れは、情報通信技術を利用

して組織内の知的資産を共有化しようというもの

で、書類をデータベース化して情報を共有する動

き、イントラネヅト（インターネットを活用した

社内情報システム）やグループウェアなどを通じ

て誰もが使えるようにする動きなどがある。

　こうした動きは、個人知を全社的に蓄積・共有

化しコア・コンピタンスを高めようというもの

で、書類のデータベース化は社内の知的資産（ナ

レッジ）のマネジメントとしてとらえるべきであ

る。

　第二は、組織論の流れである。経営戦略の科学

は、ボストン・コンサルティング・グループの

PPM（Product　Portfolio　Management）やゼネラ

ル・エレクトリック社のPIMS（Profit　Impact

of　Marketing　Strategy）などを生み出したが、こ

うした手法は1980年代には「分析麻痺症候群」に

陥る傾向になった。

　これにかわって注目されたのが、ピーターズと

ウォータマンの「エクセレント・カンパニー」で

あり、企業文化の重要性であった。組織文化の研

究は、組織のもつ暗黙の知的資産や、学習能力や

自己変革能力の重要性を明らかにした15）。

　この延長上で、野中・竹内（1996）は、4つ知

の変換過程（図表8）を通じて、暗黙知を表出さ

せたり形式知を取り込んだり、相互に作用しなが

らスパイラルを形成することで組織的な知識創造

が促進されるというモデルを提示している。

①共同化（暗黙知から暗黙知へ）：職人技術

　の伝授やOJT教育など経験により暗黙知を

　共有する過程

②表出化（暗黙知から形式知へ）：対話を通

　じて製品コンセプトを創り出すなど暗黙知を

　概念化する過程

③連結化（形式知から形式知へ）：コソ

　ピュータデータベースのように形式知を整理

　・組み替える過程

④内面化（形式知から暗黙知へ）：マニュア

　ルに基づく行動などで形式知を暗黙知へ体化

　する過程

　　　　　　図表8　知の変換過程

Figure　8．　Nonaka’s　Knowledge　Management

　Mode1

「「　　　　　　　　共同化黙知　　　　　（Socializatiol1） ：1（E．t，mali。。ti。11）　形式

　　　　　　　内面化
ﾙ知　　（hlernallzalbn）

k」＿
　　連結化
iC。1画、、1b。）　形式

@　　　　山

形式知

出典：野中郁次郎・竹内弘高『知識創造企業』東洋経

済新報社，1996年，93ページ。

（6）新しいビジネスモデル

　筆者は、こうした「知のマネジメント」につい

て、「アサヒビールの事例」などで述べている16）

ので、本論では深く立ち入らない。ここでは、ナ

レッジマネジメントと、フラヅト化・ネットワー

ク化との関係を整理して、最近の経営理論の相互

関連性を明らかにしたい。そして、図表6の図式

化に基づいて、最近の経営理論が共通のビジネス

モデルの考え方に立っていることを示したい。

　第一にナレッジマネジメントは組織のスリム化

を通じて組織のフラット化・組織化と密接なつな

がりをもっている。社内文書のペーパレス化など

データベース化は、事務部門の業務効率を高め、

オフィス・d－一トメーション（office　automation）

の有効な手段として組織のフラット化・スリム化

を進める。

　第二に、ナレヅジマネジメントは、フラット化

にともなう組織の知的資産流出を防止する。ナ

レッジマネジメントがアメリカで注目され始めた

のは、組織のフラット化・流動化・自律化が進
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み、中間層が蓄積していた知識が流出するように

なったためである。ピラミッド型組織において、

中間管理層は現場の知識や経験もありながらトッ

プとのパイプ役をつとめ、組織の知的資産を目に

見えない形でたくわえていた。ところが、組織が

フラット化すると、その部分が削ぎ落とされて知

的資産が組織内に枯渇するようになったのであ

る。

　別の面からも説明できる。本論の第一項目で述

べたように、フラヅト組織の短所は、組織長に情

報や権限が集中して組織長の負担が増えることで

ある。このキーパーソンである組織長が転職した

り、ヘッドハンティングされると、組織内部の知

的資産が、そのまま流出してしまう恐れもある。

　ナレッジマネジメントが組織のネットワーク化

と深く結びついていることはいうまでもない。た

とえば、NTTドコモの潮田邦夫取締役によれば、

同社法人営業部では個人ホームページが個人の知

的資産を組織的に検索する有力な手段になってい

る。個人ホームページには、会社での業務上の役

割や現在の職務以外に、個人的な趣味や関心事項

も掲載されており、他の部署の上司からアクセス

があったり、仲間のネットワークが新たな知的創

造につながっているという17）。

　このように、組織内の情報や知的資産を共有化

・蓄積化して、組織的な知識の創造に役立てよう

というナレッジマネジメントは、組織のフラット

化あるいはネットワーク化と密接につながってい

る。つまり、図表6の五角形に（5）としてあげたナ

レッジマネジメントは、五角形の最初の（1）であげ

た「フラット化・ネットワーク化」に戻って関連

づけられるのである。

　後は、（1）から（5）まで順に説明してきたので、繰

り返しを避けたい。コア・コンピタンスを高め、

サプライチェーンを組んだり、アウトソーシング

（仕事の外部化）する一方で、組織外部にある資

源を活用してスピード化したり顧客価値を高めよ

うとする動きが活発になっているのである。

4．東京エレクトロンの事例

　筆者は、財団法人長野県テクノハイランド開発

機構および財団法人浅間テクノポリス開発機構が

主催する長野県テクノハイランド産業政策フォー

ラムで、東京エレクトロンの元副社長で現在も山

梨県を中心に活躍している風間善樹氏の話を聞く

チャンスがあった。

　東京エレクトロンは昭和38年（1963年）に

（株）東京放送（TBS）の出資により設立された

（株）東京エレクFロン研究所を前身とする電子

機器関係の商社であるが、本論では、このうち、

とくに風間氏らが設立したメックエンジニアリン

グのケースを、上記でまとめた「新しいビジネス

モデル」の事例としてとりあげたい。

（1）メックエンジニアリングの設立

　風間善樹氏は、昭和9年（1934年）に山梨県に

生まれ、昭和34年（1959年）に山梨大学工学部を

卒業すると、すぐに諏訪精工舎（現在のセイコー

エプソン）に入社した。当時から、長野県の諏訪

地域は、東洋バルブやオリンパス、三協精機、ヤ

シカなどを中心に自立型の地域産業が根づいてい

る先進的な地域であった。

　諏訪精工舎も自立型企業の一つで、男性用の腕

時計を製造していたが、日本で時計製造装置を

作っている企業がなかったこともあり、最終製品

を生産するだけでなく時計を作る工作機械を内製

していた。

　風間氏は、諏訪精工舎に12年間在籍したが、そ

の間に、技術面では装置開発のノウハウを吸収す

るとともに、人脈面では長野県を中心に諏訪精工

舎と関係のある中小企業群の経営者や技術者と広

いネットワークを構築した。

　こうした技術的蓄積と人脈を背景に、同氏は、

昭和45年（1970年）に諏訪精工舎を退社し、株式

会社メックエンジニアリングを設立し、4人の仲

間とともに山梨県長坂町にわずか35坪の小工場を

建てた。そして、沖電気や日立工機といった大企

業を相手にして高速ラインプリンターをいち早く

開発して、経営を軌道に乗せた。

（2）スピード経営

　風間氏らは、企業を立ち上げるにあたって、大

企業の下請けにならずにやっていきたいと思い、

自立型企業を目指すことにしたが、小さな企業が

大企業と対等にやっていくには製品の研究開発か

ら始めなければならないと考えた。
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　さらに、研究開発型企業が大企業に打ち勝って

自立していくためには、「大企業より早く製品を

開発すること」が大切だと考えた。今でいうス

ピード経営やアジル経営の発想である。

　風間氏らが開発したラインプリンターは、部品

の種類で1，500種類、部品点数で約1万点を組み

合わせて、128桁の文字を1分間に400行打ち出せ

る高速ラインフ゜リンター（製品名：4100ラインプ

リンター）であった。価格は一台1，200万円程度

だったという。

　同種の製品を、競合他社である沖電気は通産省

の補助金をもらって3年間かかり、日立工機は、

アメリカの企業と技術提携して2年を要したが、

メックエンジリアリングは6ヶ月で作り上げるこ

とができた。

　風間氏らは、メヅクエンジニアリングを設立し

た翌年の2月には最初の一台を完成し、その後わ

ずか2ヶ月で2台を作り上げ、1971年の5月の見

本市に3台出品した。その結果、日本電気（NEC）

が商品化された第一号を購入して、技術力のある

企業として地歩を固めることができた。

　余談だが、日本電気（NEC）からは、メックエ

ンジニアリングの「メヅク（MEC）」がNECと似

ているということで商標侵害の話があったとい

う。メック（MEC）は「MechanicsのMとElec－

tronicsのEとComputerのC」の略称にすぎない

が、大企業の日本電気が山梨の小企業を訴えよう

としただけでも、メックエンジニアリングの存在

感がいかに大きかったかを物語るエピソードであ

る。

（3）アウトソーシング

　風間氏らが6ヶ月という短期間で製品を開発で

きたのは、自分たちの持っていない要素技術につ

いては、外部を活用したからである。社内ででき

ない部品は積極的に他の企業に頼んで、提供して

もらったのである。

　風間氏によると、外部メーカーに部品を作って

もらうときに、納期を3－4日にしてもらい、最

大長い場合でも1週間で作ってもらえるように依

頼したという。それも、甲信地区に限らず名古屋

や八王子など範囲を広く活用して、できるところ

ならどこへでも行ったという。

　当時、メックエンジニアリングを設立した山梨

県では、諏訪地域のような企業群はなく、風間氏

の言葉では「トウモロコシ畑に小さな工場を作っ

た」が、研究開発後の商品化では「トウモロコシ

畑の向こう」にある「日本中の企業」を味方につ

けてやろうと考えたという。

　これは、伝統的な「外注」の発想ではなく、

IT革命時の「アウトソーシング」の発想である。

「日本中を味方につける」というのは、組織外部

の力を利用して自らの競争力を高めようというも

のに他ならない。

　逆説的だが、大企業は、「組織が大きい」という

「弱み」をもっている。特に、本論のビジネスモ

デルとの関連でいえば、大企業の弱みは、少なく

とも二つある。第一は、企業の内部に必ずしも一

流でない技術や人材を抱え込んでいるということ

であり、第二は、組織が大きい分だけ手続きに時

間がかかるということである。

　筆者も日産自動車の海外部門でマーケティング

に関与した経験があるので、大きな組織の製品開

発についてイメージできるが、一般に大きな組織

では多くの会議と稟議書的な書類が必要である。

また、開発の各段階で必要な承認と意思決定のプ

ロセスが長く、最終決定者である役員レベルまで

到達するのに時間が要する。

　これに対して、小さな組織は即断即決が可能で

あり、特にスピーデaな製品開発が求められる商

品の場合は、機動力のある組織の優位性が発揮で

きる。

　もう一度まとめてみたい。伝統的な「外注」と

IT時代の「アウトソーシング」は大きく違う。伝

統的な「外注」は「嫌な仕事を外に出す」発想に

基づいているが、これに対して、「アウトソーシ

ング」は「外部にある一流のものを活用する」と

いう発想にたっている。

（4）サプライチェーン・マネジメント

　伝統的な「系列」とIT時代の「サプライチェー

ン・マネジメント」も大きく違う。伝統的な「系

列」は、①外部資源を内部に取り込むという閉鎖

性を前提に②親会社と子会社という縦の繋がり

（垂直的な従属関係）が基本となっている。これ

に対して、「サプライチェーン・マネジメント」
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は①外部資源を流動的に使うという開放性を前提

に②対等な立場という横の広がり（水平的な対等

関係）をもっている。

　風間氏は、部品を外注する場合に「並列的に同

時にお願いして集め、短期間に組み立てる」とい

う原則をとったと述べている。これは、今でいう

サプライチェーン・マネジメントの発想である。

　こうしたサプライチェーン・マネジメンFが可

能になったのは、いうまでもなく、風間氏が諏訪

精工舎時代に築き上げたネットワークのおかげで

ある。諏訪精工舎の作っていた時計は多様な部品

を要求する総合産業であったために、風間氏は実

に多様な部品メーカーと繋がりをもっていた。

　高速ラインプリンターを作るためには、鋳物の

木型から始めなければならなかったが、鋳物の木

型は、岡谷にある清水木型に頼み、鋳物は松本の

林鉄鋼に行って砂型から作ってもらい、アルミの

鋳物は湖北工業で吹いてもらった。型物以外で

も、メッキは春日井メッキ、精密板金は岡谷の平

出精密に頼んで作ってもらうなど外部の力を借り

た。長野県で間に合わないものはツガミ製作所の

ある新潟や東京地区、名古屋地区にも行くなどさ

らにネットワークを広げたという。

（5）コアコンピタンス経営

　風間氏らがこうしたネットワークを活用してサ

プライチェーンを形成できたのは、メックエンジ

ニアリングがコア・コンピタンスを持っていたか

らである。

　風間氏は「人数の大小は関係ない」と述べてい

る。人数の大小よりも、世の中の人に認めてもら

えている「何か」を持っていることだと語る。

　メックエンジニアリング設立当時のことを、風

間氏は「4人だから勝てると思った」そうであ

る。商品開発で競合する沖電気や日立工機といえ

ば当時でも1万人から1万5千人の大企業であ

る。4人対1万人の勝負は、常識的にいえば「1

万人に分がある」と考えがちだカミ、風間氏は「4

人だから勝てる」という発想にたった。

　風間氏は、諏訪精工舎での経験から「相手が大

企業でも一万人と闘うわけでぽない」と述べてい

る。「大企業でも同じ製品を作る部門に関与する

のはせいぜい200人であり」「どの企業でも開発部

隊の中心は4－5人である」ことを知っていたか

ら「同じ土俵で闘える」と考えたのである。

　風間氏が語る「研究開発力では負けない」とい

うのが、本論で述べたコアコンピタンスである。

繰り返しになるが、コアコンピタンスとは、競争

力の源泉となる独自の中核的能力のことである。

　風間氏によると、当時は外部技術を活用するだ

けでなく、研究開発力と技術力を維持・向上する

ために、単にアウトソーシングするだけでなく、

フライス盤、旋盤、円筒研削盤、平面研削盤、

ボール盤などを買い込み「一部でもいいから自分

で作れるものは作ってみる」という気概ももって

いたという。

　また、風間氏らが構築したネットワークも大き

な企業力であった。コア・コンピタソスとは個別

の技術ではなく、各技術を束ねるコーディネー

ション能力も含まれる。風間氏によると、大学の

研究者との繋がりもフルに活用し、新しい技術や

自分でできない技術は大学の研究者に積極的に聞

きに行ったという。

　既述のように、メヅクエンジニアリングはアウ

トソーシングした部品を組み合わせて短期間で製

品を開発することができたが、そうしたスピー

ディな製品開発を可能にしたのは、同社がもって

いた研究開発力、商品企画力およびコーディネー

ション能力であった。

（6）その後の発展

　メックエンジニアリングは、昭和50年（1975

年）にテル・エンジニアリングと合併し、株式会

社テル・メックとなる。また、メックエンジニア

リング設立当初、商社である東京エレクトロンか

ら資金的な支援を得ていたこともあって、昭和59

年（1984年）に東京エレクトロン株式会社と合併

して、風間氏は常務取締役に就任、平成2年（1990

年）には同社副社長に就任した。

　山梨県の長坂町に35坪で出発したメックエンジ

ニアリングは、韮崎に移転し、東京エレクトロン

山梨（株）として発展した。2000年3月決算で

は、山梨地区だけで1，100億円の売上だが、2001

年3月期には2，200億円になる見通しである。

　東京エレクトロンは、九州（熊本）地区、東北

（岩手）地区にも進出し、従業員数、4，500人あま
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りで5，500億円の売上高を達成しているが、風間

氏によれば、これだけの少人数で大きな売上をあ

げられているのは「外部の力を利用しているか

ら」だそうである。たとえば、山梨地区には2，000

名の東京エレクトロン従業員がいるが、それ以外

に約1，000人の外部従業員が働いているという。

現在でもサプライチェーン・マネジメントやアウ

トソーシングのメリットを活用しているわけであ

る。

　また、同社は現在でも「よそには負けない」コ

アコンピタンスを維持している。たとえば、山梨

地区ではプラズマエッチングをやっているが、プ

ラズ1マLCD用のエッチングマシーンは東京エレ

クトロンが世界の90％以上の市場を握っていると

いうことである。

まとめにかえて

　本論では、情報通信技術（IT）革命が組織へお

よぼしている影響を、フラット化とネットワーク

化という観点からまとめた。縦方向へは短くフ

ラヅト化している組織が、横方向には広くネット

ワーク化している。一方で単純化している組織

が、他方向で複雑化しているのである。それは、

職務記述書や組織図による指揮系統で統率をとろ

うとしている伝統的な経営理論では十分統制でき

なくなる可能性を示唆している。

　従来の理論では管理し難くなってきた、その一

つの例として、グループ制組織やチーム型組織を

とりあげ、組織の壁が柔軟になっていることを示

した。また、SOHOやグループウェアの例から、

組織の時間的・物理的空間の壁すらも取り除かれ

ていることを強調し、合わせて、管理者の役割も

変化しつつあることも力説した。

　こうした議論の前提にたって、本論では「明確

な戦略性と柔軟な戦術性」が一層求められている

ことと、そのために「権限委譲と組織文化のマネ

ジメント」が重要になってきたことを強調した。

　その上で、大きな戦略と組織文化の創造のた

め、IT革命に則したビジネス・モデルを提示し

た。ここで筆者が主張したいことは、IT革命に応

じた「新しいビジネスモデル」はバラバラでない

ということである。書店にあふれるビジネス書

は、コア・コンピタンス経営、サプライチェーン

・マネジメント、ナレヅジ・マネジメントなど

「新しい用語」をSi”一一ワードにしているが、それ

らは、まったく別々のものではなく、スピード化

やベストプラクティスの活用という観点からする

と相互に密接な関係にある。

　それは、企業の国際化という面でもあらわれて

いる。国際企業＝巨大企業という常識はくずれ、

企業規模にかかわらず特殊な技術や市場をもつ企

業が国際化しているが、これもコアコンピタンス

に基づくサプライチェーンの形成と深い関連があ

る。

　経営学は、テイラーの科学的管理法以来、計画

機能と執行機能を分離してきた。PLANする者と

DOする者を分けてきたのである。しかし、ホー

ソソ実験を契機とした人間関係論によって、DO

する者の心情や非公式の人間関係が注目されるに

いたって、計画と執行の分離は修正を余儀なくさ

れた。

　そして、行き着いた先が行動科学論者の予定調

和的な「組織目標と個人目的の統合」であった。

マグレガーのX理論・Y理論がその代表である。

しかし、当時の研究者らの成果は、組織の内部統

制（特に人的資源の管理）という狭い領域に限ら

れていた。

　その後の経営学は、コンティンジェンシー理論

（contingency　theory）や組織間関係論（interor－

ganizational　relationship　theory）などに代表され

る外部環境をテーマにあげ、経営戦略論が重要な

地位を占めるにいたった。それは、狭い人的資源

管理から経営学を開放し、内部統制から外部適応

という概念で経営学の領域を拡大したかのように

みえた。

　しかし、経営戦略論は、組織のトップの仕事を

増やした。本論でも強調したように、本来の戦略

論はトヅプによるロングスパンの計画である。こ

こにおいて、経営学は、ふたたびPLANとDO

を分離したのである。

　そして、IT革命が進行し、新しい経営理論が雨

後のタケノコのように生まれ始めた。新たな経営

学のニーズが生じているといえよう。筆者は、本

論でも主張したように、IT革命期においては、戦

略レベルで「新しいビジネスモデル」が求められ

ていると同時に、戦術レベルでフレキシブルな対
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応が求められている。

　それは、DOする者の自主的な判断がPLANす

る者のビジョンに結びつくことに他ならない。経

営学は新しい「計画と実行の統合」を模索してい

るのである。

　組織論的にいえば、PLANとDOの問題は、集

権化か分権化かという問題に置きかえられる。組

織の内部でも外部でも、フラット化とネットワー

ク化が進み、柔軟で自律的な組織が形成され、外

部資源を活用した新しいビジネスモデル（ビジネ

スのやり方）が広がっている。まさに、新たな集

権と分権の仕組みが求められているといえよう。

　筆者は、それを組織文化のマネジメントという

形で、ある程度示したが、それを確証するのは次

の研究テーマとしたい。

　　　　　　　　　　　　（2001．1．11受理）
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